
２．本プログラムの概要・目的説明

環境省
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④ESG金融の主流化

• ESG金融ハイレベル・パネルの開催
• ESGファイナンス・アワード・ジャパンの開催

①市場の形成促進

• グリーンボンドガイドライン
の内容充実による企業の
活用促進

• グリーンボンド等の発行支
援

• 各省庁連携でのトランジ
ションファイナンスの国際的
信頼性の向上

グリーンファイナンス促進のための環境省の施策概要

◼ 環境省では、①グリーンファイナンス市場の形成促進、②情報開示の促進、③ESG地域金融の促進、④
ESG金融の主流化を推進。

金融市場

投融資

￥

大企業

中小企業

情報開示

金融機関・投資家

機関投資家

大手金融機関

地域金融機関

企業
②情報開示の促進

• TCFD・TNFD開示等に関す
る支援

• 移行計画の策定・開示支援

③ESG地域金融の促進

• 地域金融機関に対する支援

• 中小企業における包括的な
脱炭素化の促進

• 脱炭素アドバイザー資格制度
認定事業の創設

• JICNによる投資促進
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金融室における気候関連情報開示事業の変遷

◆ これまで、金融機関によるTCFD提言等を踏まえた分析・情報開示や投融資先へのエンゲージメントを促進するため、シナリオ分析、
ファイナンスド・エミッション（FE）算定（投融資先のGHG排出量） 、エンゲージメント等に係る伴走支援やガイドライン整備
等を実施。

◆ 2025年度は、2024年度プログラムからエンゲージメント実践の要素を分離し（エンゲージメント戦略の検討は実施）、移行計画
策定に係る支援を実施。

2021年度 2022年度 2023年度

シナリオ分析支援事業
✓ 移行リスクや物理的リスクが金融機関にどのような財務
インパクトを与えるのか、リスクの特定から定量評価まで
の一連の流れを解説。

ポートフォリオ・カーボン分析を起点とした脱炭素化支援事業
✓ ファイナンスド・エミッションの算定・分析及び削減に向けた戦略立案等を支援。

2024年度 2025年度

移行戦略策定・エンゲージメント実践支援事業
✓ FE算定、戦略策定、戦略に基づいたエンゲージメント
実践を通じた投融資先支援まで一気通貫で行う。

エンゲージメント実践支援事業
✓ TCFD開示のシナリオ分析結果を踏まえ、実効的なエ
ンゲージメントの事例を示す。

リスク・機会
の分析

戦略
策定

実行
（エンゲージ
メント）

戦略
策定

実行
（エンゲージ
メント）

2021.10 TCFD移行計画等のガイダンス更新 2024.3 SSBJ公開草案公表

2025.3 SSBJ確定基準公表
-移行計画がある場合、当該内容の開示を要求

移行計画策定支援事業
✓ 地域社会全体の脱炭素化、有価証券報告書等で

の開示の促進に向けて、金融機関全体における移
行計画の策定、開示に向けた支援を行う。

エンゲージメント実践は主要なプログラムと
位置づけせず、移行計画策定に特化
（エンゲージメント戦略の検討は実施）

TCFD開示に係る研修プログラム
✓ TCFD開示の質の向上と、TCFD提言に対する理解
深耕を目的として実施。リスク・機会の特定・シナリオ分
析の考え方・指標と目標の検討等を取り上げた。

2026.1 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と
保証のあり方に関するワーキング・グループ」報告公表

（参考） 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と
保証のあり方に関するワーキング・グループ」報告

SSBJ基準の適用は、企業等の準備期間を考慮し、
以下の通り適用開始する。
 i. 時価総額３兆円以上の企業 ： 2027年３月期
 ii. 時価総額３兆円未満１兆円以上の企業 

: 2028年３月期 

iii. 時価総額１兆円未満５千億円以上の企業 

: 2029年３月期
（注１） 時価総額５千億円未満の企業へのSSBJ基準の適用については、企業の開
示状況や投資家のニーズ等を踏まえて、今後検討。
（注２） 「時価総額」は、前期末から遡って過去５事業年度の末日における時価総額
の平均をもって算定

（出所）金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」：金融庁

ポートフォリオカーボン分析を起点とした
移行戦略策定支援事業

✓ FEの算定・分析、削減に向けた戦略立案等を支援。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/sustainability_disclose_wg_index.html
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支援先金融機関

◆ 直近3年においては、伴走支援を中心とした情報開示の促進を支援等を実施。

◆ 支援先金融機関は、直近３年で13件。

第四北越銀行/広島銀行/北國銀行

2023年度
地域金融機関向けTCFD開示に基づくエンゲージメ

ント実践プログラム

池田泉州ホールディングス/
九州フィナンシャルグループ/東邦銀行/

山口フィナンシャルグループ

2023年度
金融機関向けポートフォリオ・カーボン分析支援事業

阿波銀行/七十七銀行/琉球銀行

2024年度
移行戦略策定・エンゲージメント実践プログラム（金

融機関向け）

福岡銀行/北洋銀行/
横浜フィナンシャルグループ

2025年度
脱炭素社会実現に向けた移行計画策定支援実践

プログラム（地域金融機関向け）
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▸ モニタリング結果を踏まえ
た移行計画の見直し

▸ 修正内容の移行戦略への
反映

▸ 移行計画の進捗確認

▸ 投融資先企業の取組の把
握（GHG排出実績値の
把握を含む）

▸ 取組状況に係る外部ス
テークホルダーへの開示

▸ 移行計画で立案した支援
策（金融・非金融支援）
やエンゲージメントの実行

▸ 金融機関自身の脱炭素に
向けた取組の実行

▸ ファイナンスド・エミッション
分析を通した、優先セク
ターの選定

▸ 移行計画の策定

▸ リスク・機会の評価

▸ 目標・KPI設定

▸ 支援策の立案 等

実
行

修
正

モニタ
リング

金融機関

金融機関による脱炭素化に向けた取組のフロー

▸ モニタリング結果を踏まえ
た移行計画の見直し

▸ 修正内容の移行計画への
反映

▸ 移行計画の進捗確認

▸ サプライチェーンの取組の
把握

▸ 取組状況に係る外部ス
テークホルダーへの開示

▸ 移行計画で立案した施策
（脱炭素に資する製品・
サービス）の開発・提供

▸ 企業自身の脱炭素に向け
た取組の実行

▸ 移行計画の策定

▸ シナリオ分析を含むリ
スク・機会の評価

▸ 目標・KPI設定

▸ 脱炭素施策の立案 等

計
画

実
行

修
正

モニタ
リング

投融資先企業

投融資先企業による脱炭素化に向けた取組のフロー

エンゲージメント
による脱炭素に
向けた働きかけや
相互理解、
情報共有等

金融機関の
Scope3
カテゴリ15

脱炭素に向けた  
金融・非金融
支援の提供

本プログラム
で支援

計
画

本プログラム実施の背景・目的

◆ TCFDによって移行計画の概念が打ち出されて以降、移行計画に関する開示要素が体系化され始め、国内においても、サステナビリ
ティ基準委員会（SSBJ）がサステナビリティ開示基準を公表し、移行計画の策定・開示の重要性が広く認識されるようになってきた。

◆ こうした背景のもと、地域社会全体の脱炭素化の促進、有価証券報告書での法定開示や統合報告書等での任意開示に向けて、
移行計画の策定に係るモデルケースの創出支援を実施した。

¥

＜事業イメージ＞

投融資先の企業

投資家／金融機関

各社の現状を分析 中長期的な移行計画を検討 企業行動への反映

継続的な見直しが必要

投融資先企業のGHG排出量が
金融機関に帰属
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優先セクターの決定 移行計画の策定

Step1
TPTを

踏まえた現状整理

Step2
移行計画の検討
（優先セクター）

第１回 支援面談

令和７年度 移行計画策定支援実践プログラム

Step1
FE分析結果を

確認

Step2
分析対象セク
ターの決定

Step4
開示に向けた準備

課題整理

基礎

エンゲージ
メント戦略

指標と目標

▸ 策定する目的（課題意識）
▸ 戦略・アクションの全体像・方向性
▸ リスク・機会の検討

▸ 実行戦略の検討

▸ 移行計画の進捗を管理するKPI

移行計画の構成要素(TPTフレームワーク) 本事業での検討例

▸ 既存の戦略・方針（中期経営計画等）と関連する事項はないか
▸ 戦略・方針と移行計画との関連性をどのように整理するか
▸ 検討対象セクターのリスク・機会の検討
   例）電力セクターでは、クリーンエネルギー移行への投資機会が見込まれ、

化石燃料に依存する資産については座礁化リスクが見込まれる

▸ サステナビリティ・リンク・ローンやエンゲージメント件数など適切なKPIを検討

▸ 検討対象セクターにおいて貴社が取り得るビジネス戦略とアクションを検討
例）サステナビリティ・リンク・ローン、GHG排出量算定支援、研修の提供,

投融資ポリシーの改定

▸ エンゲージメント戦略の検討

▸ 検討対象セクターの脱炭素化計画の立案、及び関連するステークホルダーの
へのアプローチを検討
例）顧客へのアプローチ方法の検討・計画の策定、関連する業界団体
・同業他社・地方自治体へのアプローチの検討

ガバナンス
▸ 移行計画の進捗管理・モニタリング
のための体制

▸ 既存のガバナンス体制をもとに移行計画の推進におけるガバナンスを検討

• 国際的なガイダンス
(TPTフレームワーク
等)を参考に金融
機関の現状を分析

• 産業の持続可能
性、地域課題の取
組、企業価値向上
等の観点を踏まえ、
実践ガイダンスに
沿って、脱炭素化
計画・エンゲージメ
ント戦略を作成

• 金融機関が自らの
経営目標との移行
の関係性を踏まえ、
対話を実施

主な着眼点

Step3
移行計画の検討
（金融機関全体）

第２回以降 支援面談

本プログラムの概要

◆ 全５回の支援面談の概要は以下の通り。

実行戦略
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地域金融機関への期待

◆ 地域金融機関は、地域社会の持続的な発展や地域企業の企業価値向上を支える、地域経済エコシステムの主体であることから、
地域社会全体の脱炭素化を推進するうえでも、その牽引役となることが期待されている。

地域社会

地域社会の
持続可能な発展

・
取引先

企業価値向上

自治体

都道府県

市町村 市町村 市町村

地域金融機関

銀行

信用金庫 信用組合

連携

地域産業

中心企業サプライヤー

協力企業
商工会
組合等

3 地域産業・企業との対話

• 多様な金融機関が連携し、地
域資源の活用や顧客のニーズ
を引き出すために商工会等を
含む、多様なアクターと対話。

1 都道府県との連携

• 地域の主要な金融機関を中
心に地域全体について議論し、
成長戦略や産業政策の策定
を支援。

2 基礎自治体との連携

• 具体的な地域資源の活用促
進に向けた深堀。
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アジェンダ 具体的な内容

ひろぎんホールディングスによる講演 • 移行計画に関する取組状況について

支援先機関による報告 • 以下の４点について、支援先機関ごとに報告

①基本情報

②本プログラムにおける検討

③開示案の検討

• 移行計画の骨子

• TPT開示フレームワークの5つの開示要素（基礎、実行戦略、エンゲージメント戦略、指標
と目標、ガバナンス）の開示案

④移行計画の検討で得られた知見・課題・今後の展開等

パネルディスカッション • 以下の２テーマについて、ひろぎんHD、支援先金融機関、環境省でディスカッション

①移行計画策定によるメリット

②策定した移行計画の実行

本日の成果報告会の概要

◆ 本日の成果報告会の概要は以下の通り。

◆ ひろぎんホールディングスによる講演、支援先機関による報告、それらを踏まえたパネルディスカッションを予定。
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